
文字通りの義務的経費にした上で
市町村財政の支援の仕組みを

国1/2 都道府県1/4 市町村1/4

国1/2 都道府県1/4 基金 市町村

②国庫負担基準を撤廃

③その上で財政調整基金で市町村を支援

一定額を超えた部分について基
金から支援（市町村負担と合計
で1/4）

国1/2 都道府県1/4 市町村1/4
国庫負担基準を超過する分は

市町村が持ち出し

国庫負担基準の範囲で義務的経費化

①現行制度



地域生活は４分の１以下予算
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施設整備中心の自治体が高コスト体質

居宅系＆入所施設の人口10万人当たり費用比較
（入所施設費用の少ない順にソート）
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人口10万人当たり費用額 居宅系

人口10万人当たり費用額 入所施設

人口10万人当たり費用額 合計

ヘルプ利用
率1位という
大阪はここ

ヘルプ利用率最下
位の秋田はここ


